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1. 平成29年12月期第3四半期の連結業績（平成29年1月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年12月期第3四半期 25,422 1.9 850 16.6 686 △12.4 353 △21.0

28年12月期第3四半期 24,951 4.8 729 350.3 782 ― 447 ―

（注）包括利益 29年12月期第3四半期　　491百万円 （15.6％） 28年12月期第3四半期　　425百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

29年12月期第3四半期 31.45 ―

28年12月期第3四半期 38.98 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年12月期第3四半期 33,859 10,047 29.1 841.55

28年12月期 28,978 9,090 31.0 821.24

（参考）自己資本 29年12月期第3四半期 9,853百万円 28年12月期 8,982百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年12月期 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00

29年12月期 6.00 6.00 6.00

29年12月期（予想） 6.00 24.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成29年12月期の連結業績予想（平成29年 1月 1日～平成29年12月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 35,000 5.1 1,300 49.3 1,300 26.9 800 51.2 73.14

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有

新規 1 社 （社名） ダンサイエンス株式会社 、 除外 1 社 （社名） 株式会社キョーコロ

詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項」をご覧ください。

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年12月期3Q 12,187,280 株 28年12月期 12,187,280 株

② 期末自己株式数 29年12月期3Q 477,976 株 28年12月期 1,249,212 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年12月期3Q 11,239,251 株 28年12月期3Q 11,471,168 株

　野村信託銀行株式会社（従業員持株会専用信託口）が所有する当社株式（29年12月期３Ｑ151,000株、28年12月期272,700株）を期末自己株式数に含め
て記載しております。

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

 

（１）経営成績に関する説明

業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済堅調な新興国や中国向け等の輸出の拡大やインバウンド

需要の持ち直しなどによる消費マインドの改善もあり、穏やかなベースでの成長が続いております。一方米国トラ

ンプ政権の保護主義的政策や朝鮮半島の地政学的リスクも増しており、先行きは不透明な状況であります。 

 当社企業グループは、クリエイティブサービスを事業とし、お客様が創造性（クリエイティブ）を表現するため

に必要である多様なソリューションを提供するため、「クリエイティブをサポートする企業集団」として、幅広い

ビジネスを積極的に展開、推進しております。 

 グループ各社が専門とする技術及びノウハウと、最新設備を備えたグループインフラを活用し、様々なクリエイ

ティブニーズを確かなカタチとしてご提供しております。また、ワンストップで様々なプロフェッショナルサービ

スを提供できるようグループ間の支援体制を整え、ソリューション営業を行っております。 

 当第３四半期連結累計期間において、ソリューション営業の強化を図るため、ダンサイエンス株式会社、株式会

社ジー・ワン、キッズプランニング株式会社、インターフェイスマーケティング株式会社、株式会社マーケティン

グディレクションズ、明和物産株式会社をグループ化いたしました。また、デジタルコンテンツ制作の強化を図る

ため、株式会社FIVESTARinteractive、株式会社エグゼクションをグループ化いたしました。加えて、生産効率の

向上及び付加価値商材の開発及び拡販等を図るべく、株式会社ウイルコホールディングスと包括的業務提携並びに

両社間で株式を持ち合う形での資本提携を行いました。また商品ラインナップの拡充を図るため、株式会社あミュ

ーズ、宏和樹脂工業株式会社、株式会社エヌビー社及びフォロン株式会社を当第３四半期連結会計期間においてグ

ループ化いたしました。なお、同４社の業績は第４四半期連結会計期間より取り込む予定であります。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高254億22百万円(前年同期比1.9％増)、営業利益８億50

百万円(前年同期比16.6％増)、経常利益６億86百万円(前年同期比12.4％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益

３億53百万円(前年同期比21.0％減)となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産）

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、主に、現金及び預金の増加、投資有価証券の増加、また新規連

結会社増加により有形固定資産及び無形固定資産が増加したことにより、前連結会計年度末に比べて48億81百万円

増加し338億59百万円となりました。 

（負債）

 当第３四半期連結会計期間末における負債は、主に、長期借入金は減少となりましたが、短期借入金の増加によ

り、前連結会計年度末に比べて39億25百万円増加し、238億12百万円となりました。 

（純資産）

 当第３四半期連結会計期間末における純資産は、主に、支払配当金等による減少があったものの、自己株式の処

分、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、前連結会計年度末に比べて９億56百万円増加し、100億47

百万円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成29年12月期通期の連結業績予想につきましては、平成29年２月10日付け「平成28年12月期 決算短信〔日本

基準〕（連結）」で公表いたしました通期の連結業績予想から変更はありません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,601 4,040 

受取手形及び売掛金 6,396 6,573 

電子記録債権 754 621 

商品及び製品 446 616 

仕掛品 507 450 

原材料及び貯蔵品 243 379 

繰延税金資産 102 203 

その他 1,014 887 

貸倒引当金 △117 △84 

流動資産合計 11,951 13,688 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,430 3,836 

機械装置及び運搬具（純額） 2,489 2,336 

土地 6,502 6,671 

その他（純額） 204 303 

有形固定資産合計 12,625 13,148 

無形固定資産    

のれん 1,774 2,161 

その他 265 409 

無形固定資産合計 2,040 2,571 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,375 3,201 

繰延税金資産 131 118 

その他 949 1,273 

貸倒引当金 △95 △142 

投資その他の資産合計 2,360 4,451 

固定資産合計 17,026 20,170 

資産合計 28,978 33,859 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,523 2,499 

短期借入金 8,890 12,625 

1年内返済予定の長期借入金 491 2,139 

未払法人税等 103 552 

賞与引当金 - 248 

その他 2,395 2,173 

流動負債合計 14,403 20,238 

固定負債    

長期借入金 2,724 701 

繰延税金負債 482 455 

退職給付に係る負債 979 1,099 

資産除去債務 29 53 

その他 1,266 1,264 

固定負債合計 5,483 3,574 

負債合計 19,887 23,812 

純資産の部    

株主資本    

資本金 400 400 

資本剰余金 3,101 3,245 

利益剰余金 6,091 6,245 

自己株式 △702 △259 

株主資本合計 8,890 9,632 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 91 223 

繰延ヘッジ損益 - △2 

退職給付に係る調整累計額 1 0 

その他の包括利益累計額合計 92 221 

非支配株主持分 108 193 

純資産合計 9,090 10,047 

負債純資産合計 28,978 33,859 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 24,951 25,422 

売上原価 18,399 18,173 

売上総利益 6,552 7,249 

販売費及び一般管理費 5,823 6,398 

営業利益 729 850 

営業外収益    

受取利息 1 3 

受取配当金 4 7 

持分法による投資利益 69 - 

投資事業組合運用益 - 13 

匿名組合投資利益 - 20 

その他 74 81 

営業外収益合計 150 126 

営業外費用    

支払利息 87 62 

持分法による投資損失 - 21 

支払手数料 - 189 

その他 9 17 

営業外費用合計 96 290 

経常利益 782 686 

特別利益    

固定資産売却益 67 25 

負ののれん発生益 - 117 

為替換算調整勘定取崩益 20 - 

保険解約返戻金 8 0 

その他 2 2 

特別利益合計 98 145 

特別損失    

固定資産売却損 24 3 

固定資産除却損 12 11 

投資有価証券評価損 1 26 

その他 0 0 

特別損失合計 38 41 

税金等調整前四半期純利益 843 789 

法人税、住民税及び事業税 99 622 

法人税等調整額 288 △195 

法人税等合計 388 427 

四半期純利益 455 362 

非支配株主に帰属する四半期純利益 7 8 

親会社株主に帰属する四半期純利益 447 353 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 455 362 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5 132 

繰延ヘッジ損益 - △2 

為替換算調整勘定 △20 - 

退職給付に係る調整額 △2 △0 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 - 

その他の包括利益合計 △29 129 

四半期包括利益 425 491 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 417 482 

非支配株主に係る四半期包括利益 7 8 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

 第１四半期連結会計期間において、株式取得により子会社となったダンサイエンス株式会社、及び当第３四半期会

計期間において、株式取得及び簡易株式交換により子会社となった株式会社あミューズ、宏和樹脂工業株式会社、並

びに株式取得により子会社となった株式会社エヌビー社を新たに連結子会社といたしました。また、株式会社キョー

コロにつきましては、重要性が低下したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外し、持分法適用会社

といたしました。

 また、第１四半期連結会計期間において、株式取得により子会社となった株式会社ジー・ワン、キッズプランニン

グ株式会社、インターフェイスマーケティング株式会社、株式会社マーケティングディレクションズ、株式会社エグ

ゼクション、明和物産株式会社、株式会社FIVESTARinteractive、及び当第３四半期会計期間において、株式取得に

より子会社となったフォロン株式会社は重要性の観点から非連結子会社として持分法適用の範囲に含めております。 

 また、持分法適用の関連会社として、第１四半期連結会計期間より新たに株式会社アルファコードを持分法適用の

範囲に含めております。 

 

（追加情報）

１．繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

 

２．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

 当社は、グループの従業員に対して中長期的な企業価値向上のインセンティブを付与すると同時に、福利厚生の

増進策として、持株会の拡充を通じて従業員の株式取得及び保有を促進することにより従業員の財産形成を支援す

ることを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下「本プラン」といいます。）を導入し

ております。

①取引の概要

 本プランは、当社が信託銀行に従業員持株会専用信託（以下「従持信託」といいます。）を設定し、従持信

託は信託期間内で当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括取得し、その後は、従持信託から当

社持株会に当社株式の売却を継続的に行います。

 当社株式の取得及び処分については、当社が従持信託の債務を保証しているため、経済的実態を重視し、当

社と従持信託は一体であるとする会計処理をしております。

 従いまして、従持信託が所有する当社株式や従持信託の資産及び負債並びに費用及び収益については、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に含めて計上しております。

②信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平

成27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

③信託が保有する自社の株式に関する事項

 従持信託が保有する当社株式の従持信託における帳簿価額は当第３四半期連結会計期間末60百万円で、株主

資本において自己株式として計上しております。

 また、当該株式の期末株式数は当第３四半期連結会計期間151千株、期中平均株式数は当第３四半期連結累

計期間204千株であり、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。
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